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遠隔診療の有効性・安全性の評価のための形態モデル開発に関する研究 

 
研究代表者 長谷川高志 

日本遠隔医療協会 
                                           

 研究要旨  
遠隔診療に関する先行研究、診療手法などの調査と分析には、共通の評価尺度や分析手法が欠かせ
ない。しかし遠隔診療の形態や評価に関する研究はほとんど存在しない。そこで本研究班に先立つ
研究班の研究成果を基にして、新たな形態モデルとして特徴・静態・動態を示すもの、評価尺度と
して基本情報、有効性や安全性を示す事柄を考案した。形態の項目として、社会的課題,対象集団,
指導対象,医療課題,支援圏域,疾患,支援者・診療科/被支援者・診療科,診察対象,長期診療記録利
用,提供場所,実施場所,原理,設備,社会的重要性,診療報酬制度上の位置づけ,実施動態,意義があ
る。また評価尺度の項目として、実施件数,緊急呼出中、遠隔から実施の回数,遠隔医療対象者数（当
月・月平均・累積）,患者あたり遠隔診察回数,平均遠隔診療継続期間,医療者当たり患者数,治療開
始までの時間,医療者満足度,介入回数,通院間隔,脱落率,有害事象発生率,再入院率,年間入院日
数,定量化・高粒度QOL(患者）,指導回数,コストがある。 

    
 Ａ．研究目的        
 
遠隔医療は、平成27年度の規制改革宣言、

平成28年度の未来投資会議などで重要課題
として取り上げられ、推進の機運が高まっ
ている。一方、遠隔画像診断等の一部の分
野では一定の広がりを見せているが、安全
性や有効性に関するエビデンスが不足して
いる診療領域については、遠隔医療の普及
が進まない。 
これまで遠隔医療の全体像を見通す研究

は希であり、観点整理は進んでいない。ま
た遠隔医療は指導・管理手法であり、医薬
品や診断・治療機器と異なる臨床研究手法
が必須で、扱いにくい点がある。そのため
遠隔医療の推進方策は一貫性が不足して、
場当たりに成りがちである。観点整理を進
めて、推進方策立案の基礎情報を収集する
研究の必要性は高い。 
本研究全体で下記４課題に取り組む。 
 

① 先行する臨床研究の網羅的調査 
② 適用可能性のある診療行為の網羅

的調査 
③ 臨床研究デザイン手法の網羅的調

査 
④ 臨床研究等のエビデンスは少ない

が、将来有望な対象の調査 
 
各々の研究課題で遠隔診療を捉えるための
評価尺度が必要となる。しかし遠隔診療に
ついて、評価尺度の研究事例は少なく、活

用可能な尺度が存在しない。本研究の中で
開発する必要がある。 
 
先行する厚生労働科学研究や厚生労働行政
推進調査１，２によれば、遠隔医療の実態、
原理、評価視点がいくつか示されている。
遠隔診療には多様な対象があるので、先行
研究成果より複数の尺度を開発する。また
定量的尺度には拘らず基本的概念作りを行
う。 
 
Ｂ．研究方法 

先行研究成果１，２の文献に豊富な遠隔診
療事例がある。国レベルの推進政策立案。
地域の医療行政との関係、臨床研究デザイ
ン、地域医療への導入など、他の研究事例
に無い様々な観点からの検討が行われた。
その結果から「遠隔診療を表現できるモデ
ル」としての「形態」を分析し、抽出する。
その形態の中から、遠隔診療に関する有効
性や安全性を表現できる尺度を見出す。 
臨床研究や薬品・機器の開発研究ではな

いので、文献からの情報収集、有識者の意
見などを元に机上での分析・検討により研
究を進める。 
 
（倫理面への配慮）   
患者情報は扱わない。 

   

Ｃ．研究結果 

1. 基本的視点 

特性を表現するモデルとして遠隔医療を
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概観する3視点を示す。 

① 形態：遠隔医療の特徴、静態・動
態 

② 評価尺度：遠隔医療の有効性や安
全性を評価する物差し 

 

形態として、18種類の因子を考案した。
各因子には2～9ほどの要素がある。ある遠
隔医療について、この因子の組み合わせで
特徴や評価視点を示し、有効性、安全性、
経済性等の評価や、地域要件・施設要件の
検討に用いる。地域医療システムの構築な
どに活用する。各項目の因子の組み合わせ
で、様々な形態が表現できる。ただし形態
を検討する場合、一般に分析の目的や目標
が限られるので、現実的には組み合わせは
多くないと考えられる。また分析目的によ
り、省略できる因子がある。通常は扱う形
態を限って扱うと便利である。このモデル
を診療項目や研究事例とのマッチング（サ
ーベイ）に用いたい。 

 

評価方法も検討が進んでいない課題であ
る。臨床研究から政策立案までの様々な評
価があり、その観点を検討する。評価の基
本として、地域、施設、臨床行為の３対象
がある。地域では、医療供給能力の拡大の
有無で評価すると良い。例えば、導入前に
は地域で受けにくかった診療行為が増える
か、指導回数が増えたかなどである。死亡
率や治癒率など身体的な評価は、遠隔医療
以外の因子の影響を大きく受けるので、純
粋に遠隔医療のみの影響を測る必要があり、
実施件数・所要時間等の因子が適切と考え
られる。現状、遠隔医療の実施状況（医療
提供上の動態）さえエビデンスの蓄積が十
分ではない。そのため、実施件数、その施
設の診療件数行為全体に占める割合等など
の規模、患者あたりの診療回数（継続状況
や回数分布等）や通院間隔、遠隔診療での
処方回数などのエビデンス収集が望まれる。 

測定しやすい効果はQOLとも言われてい
る。そこで定量化できるQOL指標（EQ5D
等）で、診療毎に測定すれば状態改善等の
評価が可能になる。QOLは粗い因子だが、
計測の粒度を高めれば、粗い計測のみ可能
な遠隔医療の評価に有益である。 

同じ疾病、同じ提供形態でも、患者の層
別化（重症度等）により、評価に差がある
と考えられる。慢性疾患モニタリングでも、
重症度により改善効果の持続期間が異なる
と考えられるので、各計測対象の層別化の

対象を検討する必要がある。それにより遠
隔医療が有効な対象以外に患者が分散して
いないか、適切性を評価できる。 

移動や情報伝達コストが下がり有利と言
われるが、経済性評価は一見シンプルに見
えて、意外と計測手段に未解明な事柄が多
く、測定も評価も難しいと考えられる。 

評価尺度として適さないものを明らかに
することも重要である。従来の臨床試験で
使いにくかった評価尺度も共有する必要が
ある。失敗事例は報告しにくいが、同種の
ピットフォールに陥ることを避けるために
重要である。 

 

2. 形態（静態・動態） 

(1) 社会的課題 

その対象（地域や施設、診療域）に対し
て遠隔医療で解決すべき「社会的課題」
を示す。下記の３因子がわかっている。 

① 医師不足：地域の医師数の不足、
専門医不足も含む。 

② 地域ケア拡充：在宅医療や重症化
予防など、地域のプライマリケア
の充実、地域包括ケアの支援（チ
ーム医療支援）など 

③ 医療効率化：医師不足とも通じる
が、医師の負担軽減など 

 

(2) 対象集団 

遠隔医療はICTの活用であり、患者個別
の適用だけでなく、施設や地域の集団を
対象にできる。 

① 集団：施設入居者や入院患者など、
集団で管理・指導すること 

② 分散：在宅医療など実施者は単一
だが、対象者は地域に分散する場
合 

③ 個別：個々の患者 

④ その他 

 

(3) 指導対象 

① 技能向上：同診療科での経験・技
能・知識差による指導。研修・研
鑽とも重なる。 

② 技能支援：異なる診療科間での専
門的支援 
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③ ケア管理：チーム医療、他職種の
管理や指導。医師が多職種に指示
すること。 

④ 個別：特定の対象無く、よろず支
援 

 

(4) 医療課題 

① 救急・ICU：超急性期での診断等
支援や二次搬送等の判断支援 

② 再入院抑制：重症化予防などによ
る再入院までの期間の伸長や再入
院期間の短縮 

③ 専門診療：専門域や技能の差によ
る診断等支援 

④ 紹介・連携：入退院などの連携へ
の遠隔医療による支援 

⑤ 一般診療：オンライン診療等 

⑥ 重症化抑制：遠隔モニタリングな
どによる慢性疾患の管理 

⑦ 健康指導：発症予防など保健活動
の課題 

⑧ 生活機能維持：在宅医療 

⑨ トリアージ：受診の要不要等を遠
隔から判断する。 

⑩ 医療提供の効率化,：働き方改革系
の課題 

 

(5) 支援圏域 

① 地域診療圏内：地域ケア支援など
域内の医師から看護師等への指
導・管理 

② 圏外：専門診療・難病等、域外の
施設から域内の医療者や患者への
指導等 

(6) 疾患 

① 慢性疾患：生活習慣病などで、重
症化や再入院抑制を狙う。 

② 精神科疾患：認知症と非認知症が
ある。認知症の場合は治療よりも
生活機能維持など在宅医療など地
域ケアとしての扱いが大きい。 

③ 急性疾患／外傷：急性期治療の指
導、紹介 

④ 救急：二次搬送のトリアージ、Te
lestrokeなど治療開始時間短縮等、

遠隔ICU 

⑤ 難病, 

(7) 提供・対象 

① 提供者および診療科：医師（専門）、
医師（主治医）、モニタリングナ
ース等、その他 

② 対象者および診療科：医師、看護
師等、介護職者、家族等、無し 

(8) 診察対象 

① 患者 

② 無し、報告書や検査レポート等(非
同期、Store&Forward形態で情報
を流通する), 

(9) 診療記録活用形態 

① レジストリ使用（PHR等）により、
一人の患者の長期間変化等に対応
する治療の管理 

② レジストリ使用（EHR等）により、
複数患者の同時期の動向等に対応
する治療の管理 

③ レジストリ使用（EHR等）の二次
利用（データヘルスやAI等により、
複数患者の同時期の動向等に対応
する治療の管理 

④ その他 

⑤ 無し, 

(10) 提供場所（患者所在地） 

① 支援者施設（病院等）：支援先病
院にいる患者などが対象 

② 所属施設以外の医療機関 

③ 提供者住居・出張先 

④ その他, 

(11) 実施場所 

① 医療施設 

② 患者宅 

③ 施設（生活実態がある場所） 

④ 公民館等 

⑤ 非医療系公的施設 

⑥ 患者の勤務先・出先 

⑦ その他 

(12) 原理 
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① 同領域の技能差による指導（同科
連携） 

② 異領域の専門知識差による指導
（異科指導） 

③ 権限の違い（医師から看護師等へ
の指示） 

④ 単発の観察・指導 

⑤ 周期的な観察・指導（モニタリン
グ） 

⑥ データ収集と分析 

(13) 設備 

① 画像コミュニケーション 

② モニタリング 

③ EHR/PHR等（何らかのデータベ
ース） 

④ その他 

(14) 社会的重要性 

① 患者数が多い 

② 政策的推進対象 

③ ケア負担が大きい疾患 

④ 重症度・深刻度・緊急度が高い 

⑤ 診療機会の確保、アクセスの改善 

⑥ その他 

(15) 診療報酬上の位置づけ 

① 指導管理（管理加算等） 

② 通院間隔伸長（モニタリングの指
導料等） 

③ 診療一般（診療料） 

④ 技術評価 

⑤ データ扱いの評価 

⑥ その他 

(16) 実施動態 

① DtoP単発支援（対面診療とのセッ
トは不問） 

② DtoD単発支援 

③ 定期的観察・介入 

④ 対面診療と組み合わせて定期的介
入 

⑤ 連携前後（トリアージ・フォロー）, 

(17) 意義 

① 救急搬送時間の短縮および緊急度
の高いコンサルテーション 

② 重度慢性疾患患者の再入院抑制 

③ 紹介前トリアージ・紹介後フォロ
ー 

④ 専門診療へのコンサルテーション
（当該地域で受診不可能だった診
療） 

⑤ 施設入居者の生活維持：在宅医療
や地域包括ケア（患者が集中） 

⑥ 地域在宅患者の生活（機能）維持：
在宅医療や地域包括ケア（患者が
分散） 

⑦ 医療者の負担軽減, 

 

3. 評価指標 

(1) 地域評価 

① 実施件数 

 意味 ： 遠隔医療により対象
地域で実施できた診療行為の
回数 

 意義 ： 医師不足や専門医偏
在の緩和 

 測定方法 ： カルテレビュー
か個票記録の分析 

 比較対象 ： 遠隔開始前の同
診療行為の対象地域での実施
件数 

 層別化 ： 疾病や診療科等で
患者に必要な診療水準を層別
化して、当該地域で提供可能か
否かを弁別することが重要 

② 緊急呼出時の遠隔から実施の回数 

 意味 ： 遠隔医療にて、緊急
時等に医師が施設に赴かずと
も、済んだ回数（および比率） 

 意義 ： 医療者負担軽減 

 測定方法 ： 全緊急案件の記
録、遠隔医療実施も記録する 

 比較対象 ： まず件数の記録、
エビデンス蓄積したら対照群
と比較 

 層別化 ： 対象疾患種類別で
層別化 

③ 遠隔医療対象者数（当月・月平均・
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累積） 

 意味 ： 当該施設の遠隔医療
動態 

 意義 ： 施設実施動態の把握 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： まず件数の記録、
エビデンス蓄積したら対照群
と比較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

不要な層へ
の実施回数も測定して、
過剰診療を捉えられる。 

④ 患者あたり遠隔診察回数 

 意味 ： 定期患者数、スポッ
ト患者数の比較 

 意義 ： 施設実施動態の把握 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： まず件数の記録、
エビデンス蓄積したら対照群
と比較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

不要な層へ
の実施回数も測定して、
過剰診療を捉えられる。 

⑤ 平均遠隔診療継続期間 

 意味 ： 遠隔診療の継続期間
の平均値 

 意義 ： 施設実施動態の把握 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： まず件数の記録、
エビデンス蓄積したら対照群
と比較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

不要な層へ
の実施回数も測定して、
過剰診療を捉えられる。 

⑥ 医療者当たり患者数 

 意味 ： 医師あたりの遠隔診
療患者人数（看護師別数値もあ

り） 

 意義 ： 施設実施動態の把握 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： まず件数の記録、
エビデンス蓄積したら対照群
と比較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

不要な層へ
の実施回数も測定して、
過剰診療を捉えられる。 

(2) 臨床評価 

① 治療開始までの時間 

 意味 ： 脳血管疾患や心疾患
では、発見から治療開始までの
時間が短いほど、救命率が高い。
あるいは後遺症が少ないこと
が期待できる。遠隔医療による
情報収集や時間確保につなが
る治療（脳梗塞のｔPA投与等） 

 意義 ： 救急搬送時間短縮 

 測定方法 ： 消防本部と共同
で記録が必要 

 比較対象 ： まず件数の記録、
エビデンス蓄積したら対照群
と比較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

不要な層へ
の実施回数も測定して、
過剰診療を捉えられる。 

 

② 医療者満足度 

 意味 ： 遠隔医療で個々の診
療が楽になること、例えば情報
を得ることで 

 意義 ： 医療者負担軽減 

 測定方法 ： 遠隔医療実施時
に、毎回調査票起票 

 比較対象 ： 対照診療行為で
も、調査票起票 

 層別化 ： 要検討（診療科や
疾病等で異なる） 
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③ 介入回数 

 意味 ： 単位期間中に患者へ
の観察や指導の介入を行った
回数。多いほど篤いケアになる 

 意義 ： ケア密度向上 

 測定方法 ： 診療記録、でき
れば遠隔診療記録票を作る。 

 比較対象 ： 対照診療行為で
も、調査票起票 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

④ 通院間隔 

 意味 ： 定期的観察・指導対
象の患者について、診療効果を
低下せずに延ばせる通院間隔 

 意義 ： 重症化予防、再入院
抑制 

 測定方法 ： 診療記録、モニ
タリング記録 

 比較対象 ： 非遠隔群との比
較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

⑤ 脱落率 

 意味 ： 遠隔医療により、定
期的診療を継続することを期
待する。 

 意義 ： 重症化予防、再入院
抑制 

 測定方法 ： 診療記録、モニ
タリング記録 

 比較対象 ： 非遠隔群との比
較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

⑥ 有害事象発生率 

 意味 ： （安全性） 遠隔医

療により、医療提供能力が高い
地域と同等の安全性がえられ
る範囲を評価する（非劣性比較） 

 意義 ： 各種 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： 非遠隔群との比
較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

⑦ 再入院率 

 意味 ： 高頻度介入による改
善効果 

 意義 ： 再入院抑制 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： 非遠隔群との比
較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

  

⑧ 年間入院日数 

 意味 ： 高頻度介入による改
善効果、再入院率は上昇の可能
性がある。しかし入院時の重症
度の低下が期待できる。 

 意義 ： 再入院抑制 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： 非遠隔群との比
較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

⑨ 定量化・高粒度QOL(患者）、変化
値の平均 

 意味 ： 高頻度介入による改
善効果。亡くなる時点までのQ
OL低下を抑制できるか評価す
る。 

 意義 ： 生活機能維持 

 測定方法 ： 日常生活時の測
定、QOLの積分が必要 
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 比較対象 ： 非遠隔群との比
較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

⑩ 指導回数 

 意味 ： 当該診療項目内で、
専門支援が必要な回数の比率 

 意義 ： 当該地域で受診不可
能だった医療行為 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： 遠隔医療開始前
の実施回数と比較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

⑪ 治癒（治療効果）に関する指標も、
適用可能ならば使う。ただし遠隔
診療の方が高い治療効果を 

 

(3)  経済評価 

① コスト 

 意味 ： 機器費、運用費、関
連人件費、各指標について、コ
スト比率を検討する。 

 意義 ：  最終判断材料 

 測定方法 ：  

 比較対象 ： 非遠隔でのコス
ト 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

(4) 有効でない可能性のある指標 

① 在宅医療の移動時間 

遠隔診療で短縮できることの評価
は、効率的移動（訪問）のスケジ
ューリングなどと比べて、明確に
示せなかった３。 

② 再入院までの時間間隔 

モニタリングにより、早期に悪化
の予兆を見いだし、予防的入院を

行うと、期間延長につながらない。 

 

4. 研究の分類項目 

(1) 研究種別 

事例報告(症例、導入した情報システム
などの事例)、 観察研究(介入の無い、 

経過をモニタリングすることを主とし
た研究)、 診療ガイドライン、 メタ
アナリシス、 

比較試験(臨床効果等を群分けして評価
した研究）、  

技術開発（情報通信、ロボット、計測技
術などの研究）、 標準化、  

社会・経済・政策・法（政策、経済、法
規や通知など）、 その他 

 

(2) 部位・疾病領域 

消化器、 神経、 循環器、 腎臓、 
血液、 呼吸器、 アレルギー・膠原病、
 感染症、内分泌代謝、 がん、 終末
期、 眼、 耳鼻咽喉、 皮膚、 周産
期、 骨・関節・筋肉、小児、 高齢者、
 救急、 集中治療、 口腔・歯、 精
神・心理、  

特定の部位や疾病の対象無し、 その他 

(3) 実施者 

医師、 看護師・多職種 

 

(4) 研究対象 

画像・病理診断、 治療・介入 (遠隔手
術支援や放射線治療計画なども含む）、
  

患者指導・教育、 服薬管理、 在宅医
療、 看護、 リハビリテーション、 
栄養、  

予防・健康管理・モニタリング、 介護、
 福祉、 チーム医療、 施設間連携／
支援、  

医療者教育、 人間工学、ヒューマンイ
ンターフェース、 安全・事故防止、  

機材・薬剤開発（手術器具、光学機材、
医薬品等）、 経営、施設管理・運営、
  

制度・社会保障（診療報酬、法規制、薬
事審査など）、  
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診療情報管理（ICD10などコーディン
グ）、 情報セキュリティ、  

センシング技術(バイタル、画像計測な
ど）、 メカトロニクス技術（手術、介
護ロボット等）、情報通信技術、 特定
の対象無し、 その他 

 

(5) 適用地域 

医療不足地域（僻地・離島）、 都市部、
 国際支援、 適用地域に限定無し、 
その他 

 

5. 考察 

形態の各因子に様々な事柄を当ては
め、その組み合わせから、従来検討さ
れなかった形態を発見できる可能性が
ある。今後の遠隔医療推進議論で取り
上げられる可能性がある項目の検討に
有用である。例えば、下記のような形
態を考案できる。 

 

(1) 域外専門医が病院・診療所にて看
護師介在で診察する。 

① 域内医師を介さないDtoNtoP
形態である。 

② 退院後フォローや薬処方のみ
で扱える難病患者等が考えら
れる。 

③ 域内医師を介したDtoDtoPも
考えられる（指導・管理）。 

 

(2) 健康診断会場の公民館等で慢性疾
患指導や日常生活機能維持の指導 

① 過疎・医療機関の少ない地域
なら域内医師でも遠隔でカバ
ーしないと負担が大きい等の
問題がある。 

② 看護師介在で対応できる疾病
を調査する必要あり（エビデ

ンスがないため）。 

 

(3) 複数の診療所からの慢性疾患のモ
ニタリングを一括センタ－で実施
する。 

① 慢性疾患のモニタリングでは、
多職種連携による実施が望ま
しいと言われる。 

② 看護師、頭蓋領域の技師や専
門職者（睡眠健康指導士、糖
尿病療養指導士他）によるモ
ニタリングセンター（監視と
指導・介入）を可能にするこ
とで、市中クリニック等でも
遠隔モニタリングによる慢性
疾患指導が可能になると。 

③ 訪問看護指導料に対比するよ
うな診療項目の創設の課題で
ある。 

 
 

Ｄ.健康危険情報 
なし 

 

Ｅ.参考文献 
[1] 遠隔医療の更なる普及・拡大方策の研究 

（ H25- 医療 - 指定 -009 ）研究年度  平成
26(2014)年度  研究代表者(所属機関) 酒巻 
哲夫(群馬大学)  

[2]  遠隔診療の有効性・安全性に関するエビデン
スの飛躍的な創出を可能とする方策に関する
研究（Ｈ29-医療-指定 019） 

[3] 遠隔医療技術活用に関する諸外国と我が国の
実態の比較調査研究 （H22-医療-指定-043） 
研究年度 平成23(2011)年度  
研究代表者(所属機関) 酒巻 哲夫(群馬大学
 医学部附属病院)   

 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 
 1. 特許取得     無し（非対象） 
 2. 実用新案登録   無し（非対象） 
 3.その他       無し（非対象） 
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表１ 形態と因子一覧表 
因子
番号 

形態項目  

1 
社会的課
題 

医師不足 地域ケア拡充 医療効率化     

2 対象集団 集団（施設） 分散（地域） 個別 その他   
3 指導対象 技能向上 技能支援 ケア管理 個別   

4 医療課題 
救急・ICU 再入院抑制 専門診療 紹介・連携 一般診療 

重症化抑制 健康指導 生活機能維持 トリアージ 
医療提供の効率
化 

5 支援圏域 地域診療圏内 圏外       
6 疾患 慢性疾患 精神科疾患 急性疾患／外傷 救急 難病 

7 
支援者・診
療科 

医師（専門） 医師（主治医） 
モニタリングナ
ース等 

その他   

8 
被支援
者・診療科 

医師 看護師等 介護職者 家族等 無し 

9 診察対象 患者 
無し(非同期、St
ore&Forward) 

      

10 
長期診療
記録利用 

レジストリ使用
（PHR等）によ
り、一人の患者
の長期間変化等
に対応する治療
の管理 

レジストリ使用
（EHR等）によ
り、複数患者の
同時期の動向等
に対応する治療
の管理 

レジストリ使用
（EHR等）の二次
利用（データヘ
ルスやAI等によ
り、複数患者の
同時期の動向等
に対応する治療
の管理 

 その他 無し 

11 提供場所 
支援者施設（病
院等） 

所属施設以外の
医療機関 

提供者住居・出
張先 

その他   

12 実施場所 
医療施設 患者宅 

施設（生活実態
がある場所） 

公民館等、非医
療系公的施設 

患者の勤務先・
出先 

その他         

13 原理 

同同領域の技能
差による指導
（同科連携） 

異領域の専門知
識差による指導
（異科指導） 

権限の違い（医
師から看護師等
への指示） 

単発の観察・指
導 

周期的な観察・
指導（モニタリ
ング） 

データ収集と分
析 

その他    

14 設備 
画像コミュニケ
ーション 

モニタリング EHR/PHR その他   

15 
社会的重
要性 

患者数が多い 政策的推進対象 
ケア負担が大き
い疾患 

重症度・深刻
度・緊急度が高
い 

診療機会の確
保、アクセスの
改善 

その他     

16 
診療報酬
制度上の
位置づけ 

指導管理（管理
加算等） 

通院間隔伸長
（モニタリング
の指導料等） 

診療一般（診療
料） 

技術評価 
データ扱いの評
価 

その他     

17 実施動態 
DtoP単発支援
（対面診療との
セットは不問） 

DtoD単発支援 
定期的観察・介
入 

対面診療と組み
合わせて定期的
介入 

連携前後（トリ
アージ・フォロ
ー）, 

18 意義 

救急搬送時間の
短縮 および緊
急度の高いコン
サルテーション 

重度慢性疾患患
者の再入院抑制 

紹介前トリアー
ジ・紹介後フォ
ロー 

専門診療へのコ
ンサルテーショ
ン（当該地域で
受診不可能だっ
た診療） 

施設入居者の生
活維持 

地域在宅患者の
生活維持 

医療者の負担軽
減 
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表２ 評価指標一覧 
番
号 

分類 尺度 意味 意義 測定方法 比較対象 層別化 

1 
地域
評価 

実施件数 

遠隔医療により当
地で実施できた診
療行為の遠隔開始
前後の回数 

医師不足緩
和 

できれば二
次診療圏と
してのデー
タが望まし
い 

遠隔開始前
の実働数 

疾病や診療科等で患
者に必要な診療水準
を層別化して、当該地
域で提供可能か否か
を弁別する 

2 
施設
評価 

緊急呼出中、
遠隔から実
施の回数 

遠隔医療にて、緊急
時等に医師が施設
に赴かずとも、済ん
だ回数（および比
率） 

医療者負担
軽減 

全緊急案件
の記録、遠隔
医療実施も
記録する 

まず件数の
記録、エビデ
ンス蓄積し
たら対照群
と比較 

対象疾患種類別で
層別化 

3 
施設
評価 

遠隔医療対
象者数（当
月・月平均・
累積） 

当該施設の遠隔医
療動態 

施設実施動
態の把握 

診療記録 同上 
疾患・ステージ別
（疾患別のステー
ジ区分も必要）  

4 
施設
評価 

患者あたり
遠隔診察回
数 

医師あたりの遠隔
診療患者人数（看護
師別数値もあり） 

同上 同上 同上 同上 

5 
施設
評価 

平均遠隔診
療継続期間 

遠隔診療の継続期
間の平均値 

同上 同上 同上 同上 

6 
施設
評価 

医療者当た
り患者数 

  同上 同上 同上 同上 

7 
臨床
評価 

治療開始ま
での時間 

発見から病院での
治療開始までの時
間 

脳血管疾患や心
疾患では、発見か
ら治療開始まで
の時間が短いほ
ど、救命率が高
い。あるいは後遺
症が少ないこと
が期待できる。遠
隔医療による情
報収集や時間確
保につながる治
療（脳梗塞のｔPA
投与等） 

消防本部と
共同で記録
が必要 

同上 同上 

8 
臨床
評価 

医療者満足
度 

遠隔医療で個々の
診療が楽になるこ
と。例えば情報を得
ることで実施への
精神的負担が減る
こと 

医療者負担
軽減 

遠隔医療実
施時に、毎回
調査票起票 

対照診療行
為でも、調査
票起票 

要検討（診療科や
疾病等で異なる） 

9 
臨床
評価 

介入回数 

単位期間中に患者
への観察や指導の
介入を行った回数。
多いほど篤いケア
になる 

ケア密度向
上 

診療記録、で
きれば遠隔
診療記録票
を作る 

対照診療行
為でも、調査
票起票 

疾患・ステージ別
（疾患別のステー
ジ区分も必要） 

10 
臨床
評価 

通院間隔 

定期的観察・指導対
象の患者について、
診療効果を低下せ
ずに延ばせる通院
間隔 

重症化予防、
再入院抑制 

診療記録、モ
ニタリング
記録 

非遠隔群と
の比較 

同上 

11 
臨床
評価 

脱落率 
遠隔医療により、定
期的診療を継続す
ることを期待する。 

重症化予防、
再入院抑制 

診療記録、モ
ニタリング
記録 

非遠隔群と
の比較 

同上 
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12 
臨床
評価 

有害事象発
生率 

遠隔医療により、医
療提供能力が高い
地域と同等の安全
性がえられる範囲
を評価する 

各種 診療記録 
非遠隔群と
の比較 

同上 

13 
臨床
評価 

再入院率 
高頻度介入による
改善効果 

再入院抑制 診療記録 
非遠隔群と
の比較 

同上 

14 
臨床
評価 

年間入院日
数 

同上 同上 同上 同上 同上 

15 
臨床
評価 

定量化・高粒
度QOL(患者） 

高頻度介入による
改善効果。亡くなる
時点までのQOL低下
を抑制できるか評
価する。 

生活機能維
持 

日常生活時
の測定、QOL
の積分が必
要 

非遠隔群と
の比較 

同上 

16 
臨床
評価 

指導回数 
当該診療項目内で、
専門支援が必要な
回数の比率 

当該地域で
受診不可能
だった医療
行為 

診療記録 
遠隔医療開
始前の実施
回数と比較 

同上 

17 
経済
評価 

コスト 

機器費、運用費、関
連人件費、各指標に
ついて、コスト比率
を検討する。 

 最終判断
材料 

  
非遠隔での
コスト  

同上 
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表３ 研究の分類一覧 

 
 項目 内容（選択肢） 

研究種別 

事例報告(症例、導入した情報システムなどの
事例) 

技術開発（情報通信、ロボット、計測技術な
どの研究） 

観察研究(介入の無い、経過をモニタリングす
ることを主とした研究) 

標準化 

診療ガイドライン 
社会・経済・政策・法（政策、経済、法規や
通知など） 

メタアナリシス その他 

比較試験(臨床効果等を群分けして評価した
研究） 

  

部位・疾病領
域 

 消化器 耳鼻咽喉 

神経 皮膚 

循環器 周産期 

腎臓 骨・関節・筋肉 

血液 小児 

呼吸器 高齢者 

アレルギー・膠原病 救急 

感染症 集中治療 

内分泌代謝 口腔・歯 

がん 精神・心理 

終末期 特定の部位や疾病の対象無し 

眼 その他 

実施者 医師 看護師・多職種 

研究対象 

画像・病理・診断 医療者教育 

治療・介入 (遠隔手術支援や放射線治療計画
なども含む） 

人間工学、ヒューマンインターフェース 

患者指導・教育 安全・事故防止 

服薬管理 
機材・薬剤開発（手術器具、光学機材、医薬
品等） 

在宅医療 経営、施設管理・運営 

看護 
制度・社会保障（診療報酬、法規制、薬事審
査など） 

リハビリテーション 診療情報管理（ICD10などコーディング） 

栄養 情報セキュリティ 

予防・健康管理・モニタリング センシング技術(バイタル、画像計測など） 

介護 メカトロニクス技術（手術、介護ロボット等） 

福祉 情報通信技術 

チーム医療 特定の対象無し 

施設間連携／支援 その他 

適用地域 

医療不足地域（僻地・離島） 適用地域に限定無し 

都市部 その他 

国際支援   

 
 
 


